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(54) Title: LIGHT EMITTING DEVICE

(54) 発明の名称 ：発光装置

(57) Abstract: A rst emission-side terminal (150) i s provided for the purpose of supply
ing electrical power to a light emitting element (102). The light emitting element (102)
has a configuration wherein a first electrode (120), an organic layer (130) and a second
electrode (140) are laminated on a substrate ( 110). The first electrode (120) i s provided
with an opening (122). The opening (122) i s positioned between a plurality of light emit
ting elements (102). A n auxiliary electrode (124, an auxiliary conductive film) i s
provided on the first electrode (120). The auxiliary electrode (124) i s not directly connec
ted to a second layer (154) of the first emission-side terminal (150).

(57) 要約： 第 1発光側端子 （1 5 0 ) は、発光素子 （1 0 2 ) に電力を
供給するために設けられている。発光素子 （1 0 2 ) は、基板 （1 1
0 ) に、第 1 電極 （1 2 0 ) 、有機層 （1 3 0 ) 、及び第 2 電極 （1 4
0 ) を積層した構成を有している。第 1電極 （1 2 0 ) には開口 （1 2
2 ) が設けられている。開口 （1 2 2 ) は、複数の発光素子 （1 0 2 )
の間に位置 している。第 1 電極 （1 2 0 ) の上には、補助電極 （1 2
4 ：補助導電膜）が設けられている。補助電極 （1 2 4 ) は、第 1発光
側端子 （1 5 0 ) の第 2 層 （1 5 4 ) に直接繋がっていない。
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明 細 書

発明の名称 ：発光装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、発光装置に関する。

背景技術

[0002] 近年は、有機 E L (Organ i c Elect r o lum i nescence) 素子や L E D (L i ght

Em i t t i ng Di ode) などを有する発光素子の開発が進んでいる。発光素子を発

光させる場合、発光素子に電力を供給する必要がある。一方、複数の発光素

子を並列に設けた場合、例えばある発光素子において陽極と陰極が短絡 した

場合など、特定の発光素子に電流が集中する場合がある。この場合、発光素

子が劣化する恐れがある。

[0003] これに対 して特許文献 1 には、複数の発光素子を並列に接続する配線と、

各発光素子を、ヒューズ型配線で接続することが記載されている。これによ

り、発光素子に過電流が流れることを抑制できる、と記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 4 _ 2 9 6 1 5 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 特許文献 1 に記載の技術では、特定の発光素子に電流が集中した場合、ヒ

ユ ー ズ型配線が溶断するため、その発光素子を再び発光させることはできな

し、。 このため、本発明者は、複数の発光素子のそれぞれに抵抗素子を接続す

ることを検討 した。 しかし、発光素子に抵抗素子を接続すると、発光装置の

製造コス 卜が高くなつてしまう。

[0006] 本発明が解決 しょうとする課題としては、特定の発光素子に電流が集中す

ることを抑制 しつつ、発光素子の製造コス 卜が高くならないようにすること

が一例として挙げられる。



課題を解決するための手段
[0007] 請求項 1 に記載の発明は、基板と、

前記基板に形成され、互いに隣り合つており、第 1導電膜、有機層、及び

第 2 導電膜を有する複数の有機 E L 素子を備え、

前記複数の有機 E L 素子の前記第 2 導電膜は互いに繋がつており、

前記複数の有機 E L 素子の前記第 1導電膜は互いに繋がっており、

前記第 1導電膜は、前記複数の有機 E L 素子の間に位置する開口を有 して

いる発光装置である。

図面の簡単な説明

[0008] 上述 した目的、およびその他の目的、特徴および利点は、以下に述べる好

適な実施の形態、およびそれに付随する以下の図面によってさらに明らかに

なる。

[0009] [ 図1] 図 2 から有機層及び絶縁層を取り除いた図である。

[図2] 図 3 から第 2 電極を取り除いた図である。

[図3] 図 4 から封止部材を取り除いた図である。

[図4]発光装置の平面図である。

[図5] 図 1 の点線 で囲んだ領域の拡大図である。

[図6]発光装置の等価回路図である。

[図7] 図 1 のΑ —Α 断面図である。

[図8] 図 1 の B — B 断面である。

[図9]発光装置の変形例の第 1例を示す平面図である。

[図10] 図 9 に示 した発光装置の等価回路図である。

[図11]発光装置の変形例の第 2 例を示す平面図である。

[図12]発光装置の変形例の第 3 例を示す平面図である。

発明を実施するための形態
[001 0] 以下、本発明の実施の形態について、図面を用いて説明する。尚、すべて

の図面において、同様な構成要素には同様の符号を付 し、適宜説明を省略す

る。



[001 1] (実施形態）

図 1 、 図 2 、 図 3 、及び図 4 は、発光装置 1 0 0 の平面図である。 図 3 は

、 図 4 か ら封止部材 1 8 0 を取 り除いた図であ り、 図 2 は、 図 3 か ら第 2 電

極 1 4 0 を取 り除いた図であ り、 図 1 は、 図 2 か ら有機層 1 3 0 及び絶縁層

1 7 0 を取 り除いた図である。

[001 2] 発 光装置 1 0 0 は、例 えば矩形 な どの多角形 であ り、複数 の発光素子 1 0

2 (図 2 に図示）、第 1 発光側端子 1 5 0 、及び第 2 発光側端子 1 6 0 を有

している。発光素子 1 0 2 は、例 えば有機 E L 素子であるが、 L E D 素子で

あ って もよい。 そ して、複数 の発光素子 1 0 2 によ って発光部 1 0 4 が形成

されている。以下、発光素子 1 0 2 が有機 E L 素子 と して説明を行 う。

[001 3] 第 1 発光側端子 1 5 0 及び第 2 発光側端子 1 6 0 は、発光素子 1 0 2 に電

力 を供給するため に設 け られている。 このため、第 1 発光側端子 1 5 0 及び

第 2 発光側端子 1 6 0 には、発光装置 1 0 0 に電力 を供給するための接続部

材 （例 えば金属配線）が接続 される。第 1 発光側端子 1 5 0 は、 第 1 の方向

(図中左右方向） に延在 してお り、第 2 発光側端子 1 6 0 は第 1 の方向に交

わ る第 2 の方向 （例 えば図中上下方向） に延在 している。

[0014] 発 光素子 1 0 2 は、基板 1 1 0 に、 第 1 電極 1 2 0 (第 1 導 電膜）、有機

層 1 3 0 、及び第 2 電極 1 4 0 (第 2 導 電膜） を積層 した構成 を有 している

。本図に示す例 では、基板 1 1 0 の上 に、第 1 電極 1 2 0 、有機層 1 3 0 、

及び第 2 電極 1 4 0 が この順 に積層 されている。 ただ し、第 1 電極 1 2 0 と

第 2 電極 1 4 0 は逆 にな つていて もよい。

[001 5] 基板 1 1 0 は、 た とえばガラス基板や樹脂基板 な どの透明基板 である。基

板 1 1 0 は、可撓性 を有 していて もよい。 この場合、基板 1 1 0 の厚 さは、

例 えば 1 0 以上 1 0 0 0 m 以下である。 この場合 において も、基板 1

0 は無機材料及び有機材料 のいずれで形成 されていて もよい。基板 1 1 0

は、例 えば矩形 な どの多角形 である。

[001 6] 有機 層 1 3 0 は、発光層 を有 している。有機層 1 3 0 は、例 えば、正孔注

入層、発光層、及び電子注入層 をこの順 に積層 させた構成 を有 している。正



孔注入層 と発光層 との間には正孔輸送層が形成 されていて もよい。 また、発

光層 と電子注入層 との間には電子輸送層が形成 されていて もよい。有機層 1

3 0 の少な くとも一つの層 は、塗布法 によって形成 されている。 なお、有機

層 1 3 0 の残 りの層 は、蒸着法 によって形成 されている。 なお、有機層 1 3

0 は塗布材料 を用いて、 インクジェッ ト法、 印刷法、 ス プ レー法で形成 して

も構わない。

[001 7] 第 1 電極 1 2 0 は発光素子 1 0 2 の陽極 と して機能 し、第 2 電極 1 4 0 は

発光素子 1 0 2 の陰極 と して機能する。第 1 電極 1 2 0 及び第 2 電極 1 4 0

の一方 （本図に示す例 では第 1 電極 1 2 0 ) は、光透過性 を有 する透明電極

である。発光素子 1 0 2 が発光 した光 は、第 1 電極 1 2 0 及び第 2 電極 1 4

0 の うち透明電極 とな っている電極 （本図に示す例 では第 1 電極 1 2 0 ) を

介 して外部 に出射する。透明電極 の材料 は、例 えば、 I T O ( I n d i u m

T i n O x i d e ) や I Z ( I n d i u m i n c O x i d e )

等 の無機材料、 またはポ リチォ フェン誘導体な どの導 電性高分子 を含んでい

る。

[001 8] また、第 1 電極 1 2 0 及び第 2 電極 1 4 0 の他方 （本図に示す例 では第 2

電極 1 4 0 ) は、 A u 、 A g 、 P t 、 S n 、 Z n 、及び I n か らなる第 1 群

の中か ら選択 される金属、又 は この第 1 群 か ら選択 される金属の合金か らな

る金属層 を含んでいる。

[001 9] よ り具体的には、第 1 電極 1 2 0 は、 図 1 に示すように、第 1 発光側端子

1 5 0 に接続 している。 そ して第 1 電極 1 2 0 は、基板 1 1 0 の うち、発光

部 1 0 4 となる領域 か ら第 1 発光側端子 1 5 0 まで連続 して形成 されている

。本図に示す例 では、基板 1 1 0 は矩形 であ り、第 1 発光側端子 1 5 0 は基

板 1 1 0 の うち互 いに対向する 2 辺 に沿 って設 け られている。第 1 電極 1 2

0 は、 この 2 辺の間に形成 されている。

[0020] 第 1 電極 1 2 0 には複数 の開 口 1 2 が設 け られている。 開 口 1 2 2 は複

数 の発光素子 1 0 2 の間を延在 してお り、第 1 電極 1 2 0 を、複数 の発光素

子 1 0 2 のそれぞれに分割 している。 そ して、 いずれの発光素子 1 0 2 が有



する第 1 電極 1 2 0 も、第 1 発光側端子 1 5 0 に接続 している。 このため、

開口 1 2 2 が形成 されていても、複数の発光素子 1 0 2 の第 1 電極 1 2 0 は

互いにつながってお り、共通の電極 と して機能する。なお、第 1 電極 1 2 0

の うち第 1 発光側端子 1 5 0 の近 くに位置 している部分には、開口 1 2 2 が

な くてもよい。

[0021 ] 図 1 におけるすべての開口 1 2 2 は、一方の第 1 発光側端子 1 5 0 にまで

到達せず、他方の第 1 発光側端子 1 5 0 にまで延びて到達 している。ただ し

、少な くとも一部の開口 1 2 2 は、一方の第 1 発光側端子 1 5 0 まで延びて

到達 していても構わない。例えば、後述する高抵抗領域 1 0 6 における抵抗

値 を調整するために、すべての開口 1 2 2 が、 2 つの第 1 発光側端子 1 5 0

に到達 していな くても構わない。

[0022] また、図 3 に示すように、複数の発光素子 1 0 2 の第 2 電極 1 4 0 は互い

に繋がっている。言い換えると、第 2 電極 1 4 0 は、複数の発光素子 1 0 2

に共通の電極 と して形成 されている。詳細 には、第 2 電極 1 4 0 は、有機層

1 3 0 及び絶縁層 1 7 0 の上に形成 されてお り、 また、第 2 発光側端子 1 6

0 に接続 している。本図に示す例では、第 2 発光側端子 1 6 0 は、基板 1 1

0 の うち互いに対向する 2 辺に沿 って形成 されている。そ して第 2 電極 1 4

0 は、 これ ら2 つの第 2 発光側端子 1 6 0 の間の領域 を覆 うように形成 され

ている。

[0023] 図 1 〜図 4 に示す例 において、第 1 発光側端子 1 5 0 及び第 2 発光側端子

1 6 0 は発光部 1 0 4 の外側 に配置されている。詳細 には、 2 つの第 1 発光

側端子 1 5 0 が第 2 の方向に互いに離れて配置されてお り、かつ、 2 つの第

2 発光側端子 1 6 0 が第 1 の方向に互いに離れて配置されている。そ して、

発光部 1 0 4 は、 2 つの第 1 発光側端子 1 5 0 の間、かつ 2 つの第 2 発光側

端子 1 6 0 の間に位置 している。 このようにすると、第 1 電極 1 2 0 には 2

つの第 1 発光側端子 1 5 0 か ら電圧が供給され、かつ第 2 電極 1 4 0 には 2

つの第 2 発光側端子 1 6 0 か ら電圧が供給されるため、発光部 1 0 4 の内部

で電圧に分布が生 じることを抑制できる。 これにより、発光部 1 0 4 に輝度



の分布が生じることを抑制できる。

[0024] より具体的には、上記したように、発光装置 1 0 0 は矩形である。そして

、発光装置 1 0 0 の互いに対向する2 辺のそれぞれに沿って第 1発光側端子

1 5 0 が形成されており、発光装置 1 0 0 の残りの2 辺のそれぞれに沿って

第 2 発光側端子 1 6 0 が形成されている。そして、複数の発光素子 1 0 2 は

、第 1発光側端子 1 5 0 が延在している方向 （第 1の方向）に並んでいる。

本図に示す例において、発光素子 1 0 2 は長方形であり、短辺が第 1発光側

端子 1 5 0 と平行な方向を向いている。第 1発光側端子 1 5 0 の長さは、発

光素子 1 0 2 の短辺よりも大きくなつている。

[0025] 第 1発光側端子 1 5 0 は、第 1電極 1 2 0 と同一の層 （第 1層 1 5 2 ) の

上に第 2 層 1 5 4 を積層した構成を有している。そして第 1層 1 5 2 は第 1

電極 1 2 0 と一体になっている。このため、第 1発光側端子 1 5 0 と第 1電

極 1 2 0 の間の距離を短くして、これらの間の抵抗値を小さくすることがで

きる。また、発光装置 1 0 0 の縁に存在する非発光領域を狭くすることがで

きる。

[0026] なお、本実施形態において、発光装置 1 0 0 の縁は、発光装置 1 0 0 (又

は基板 1 1 0 ) の端面からある程度内側までの領域を指している。別の言い

方をすれば、発光装置 1 0 0 の縁は、発光装置 1 0 0 の端部のことである。

発光装置 1 0 0 の端部は、例えば、発光装置 1 0 0 の発光部 1 0 4 (又は後

述する絶縁層 1 7 0 ) と基板 1 1 0 の端面の間の領域である。

[0027] 第 2 層 1 5 4 は、第 1電極 1 2 0 よりも抵抗値が低い材料 （例えばA I な

どの金属、またはM o / A I / M o などの金属の積層膜）によって形成され

ている。そして、第 1発光側端子 1 5 0 に電圧を供給する接続部材は、第 2

層 1 5 4 に接続している。なお、第 2 層 1 5 4 は、第 1電極 1 2 0 よりも透

光性が低い。

[0028] また、第 2 発光側端子 1 6 0 は、第 1層 1 6 2 の上に第 2 層 1 6 4 を積層

した構成を有している。第 1層 1 6 2 は第 1電極 1 2 0 と同様の材料により

形成されている。ただし、第 1層 1 6 2 は第 1電極 1 2 0 から分離している



。第 2 層 1 6 4 は、第 2 層 1 5 4 と同様の材料 により形成 されている。

[0029] 第 1 発光側端子 1 5 0 及び第 2 発光側端子 1 6 0 には、導電部材が接続す

る。第 1 発光側端子 1 5 0 の第 1 層 1 5 2 及び第 2 層 1 5 4 は、いずれも少

な くとも一つの発光素子 1 0 2 の端部 に沿 って延在 している。 このため、第

1 発光側端子 1 5 0 は長 くな り、発光装置 1 0 0 に電力を供給する導電部材

の配置の制約が少な くなる。従 って、導電部材を第 1 発光側端子 1 5 0 に取

り付 けやす くなる。同様 に、第 2 発光側端子 1 6 0 の第 1 層 1 6 2 及び第 2

層 1 6 4 は、いずれも少な くとも一つの発光素子 1 0 2 の端部 に沿 って延在

している。 このため、第 2 発光側端子 1 6 0 は長 くな り、発光装置 1 0 0 に

電力を供給する導電部材の配置の制約が少な くなる。従 って、導電部材を第

2 発光側端子 1 6 0 に取 り付 けやす くなる。

[0030] また、第 1 発光側端子 1 5 0 に第 2 層 1 5 4 を設け、かつ第 2 発光側端子

1 6 0 に第 2 層 1 6 4 を設けたため、第 1 発光側端子 1 5 0 及び第 2 発光側

端子 1 6 0 の抵抗値 を小さ くすることができる。

[0031 ] なお、第 1 発光側端子 1 5 0 の幅 （図 1 における左右方向の幅）及び第 2

発光側端子 1 6 0 の幅 （図 1 における上下方向の幅）は、いずれも発光部 1

0 4 の幅の 5 0 %以上であるのが好ま しい。

[0032] また、上記 した導電部材のうち第 1 発光側端子 1 5 0 (又は第 2 発光側端

子 1 6 0 ) に接続 している部分は、発光部 1 0 4 の中心 と重なっているのが

好ま しい。 このようにすると、発光装置 1 0 0 の電極 に電圧分布が生 じるこ

とをさらに抑制できるため、発光装置 1 0 0 の内部で輝度 に分布が生 じるこ

とをさらに抑制できる。

[0033] 第 1 電極 1 2 0 には、補助電極 1 2 4 (第 3 導電膜の一例）が接 している

。本図に示す例では、補助電極 1 2 4 は、第 1 電極 1 2 0 のうち基板 1 1 0

とは逆側の面に設けられている。補助電極 1 2 4 は、複数の発光素子 1 0 2

のそれぞれに設けられてお り、開口 1 2 2 の近 くに位置 している。補助電極

1 2 4 は、第 1 電極 1 2 0 よりも抵抗値の低い材料 （例えばA I な どの金属

) によって形成 されている。補助電極 1 2 4 が形成 されることにより、第 1



電極 1 2 0 の面内で電圧降下が生 じることを抑制できる。これにより、発光

装置 1 0 0 の輝度に分布が生 じることを抑制できる。

[0034] なお、本図に示す例において、補助電極 1 2 4 は 2 つの第 1発光側端子 1

5 0 の間を延在 しているが、 2 つの第 1発光側端子 1 5 0 の第 2 層 1 5 4 の

いずれにも直接接続 していない。ただ し、補助電極 1 2 4 は、いずれかの第

2 層 1 5 4 に直接接続 していてもよい。

[0035] 図 2 に示すように、第 1 電極 1 2 0 のうち第 2 層 1 5 4 で覆われていない

領域の上には、絶縁層 1 7 0 が形成されている。絶縁層 1 7 0 は、例えばポ

リイミ ドなどの感光性の樹脂によって形成されている。絶縁層 1 7 0 には、

複数の開口 1 7 2 が設けられている。開口 1 7 2 は、開口 1 2 2 及び補助電

極 1 2 4 と平行に延在 している。ただ し、開口 1 7 2 は補助電極 1 2 4 及び

第 1 電極 1 2 0 の開口 1 2 2 に重なっていない。このため、補助電極 1 2 4

は絶縁層 1 7 0 に覆われており、また、開口 1 2 2 のうち発光部 1 0 4 の内

部に位置する部分も、絶縁層 1 7 0 によって覆われている。また、少なくと

も開口 1 7 2 の内部には、上記 した有機層 1 3 0 が形成されている。そ して

、第 1 電極 1 2 0 及び第 2 電極 1 4 0 の間に電圧又は電流が印加されるこ と

により、開口 1 7 2 内に位置する有機層 1 3 0 は発光する。言い換えると、

開口 1 7 2 のそれぞれの中に発光素子 1 0 2 が形成されている。

[0036] 図 2 に示すように、第 1 電極 1 2 0 は、有機層 1 3 0 が成膜されている成

膜部分と、有機層 1 3 0 が成膜されていない未成膜部分がある。この未成膜

部分は、後述する高抵抗領域 1 0 6 の一部を構成 している。この未成膜部分

の一部は、絶縁層 1 7 0 で覆われていない露出領域 1 2 6 となっている。そ

して、上記 した開口 1 2 2 は、成膜部分と未成膜部分の一方又は双方に形成

されている。図 1 〜図4 に示す例では、開口 1 2 2 は、成膜部分と未成膜部

分の双方に形成されている。また、第 1発光側端子 1 5 0 の第 1層 1 5 2 は

、この未成膜部分に設けられている。

[0037] また、図4 に示すように、複数の発光素子 1 0 2 は封止部材 1 8 0 によつ

て封止されている。封止部材 1 8 0 は、基板 1 1 0 と同様の多角形の金属箔



又は金属板 （例えばA I 箔又はA I 板）の縁部 1 8 2 の全周を押 し下げた形

状を有 している。そ して縁部 1 8 2 は接着材又は粘着材等で基板 1 1 0 に固

定されている。

[0038] 図 5 は、図 1 の点線 で囲んだ領域の拡大図である。図 6 は、発光装置 1

0 0 の等価回路図である。上記 したように、補助電極 1 2 4 は、第 1発光側

端子 1 5 0 の第 2 層 1 5 4 に直接繋がっていない。このため、第 1 電極 1 2

0 のうち補助電極 1 2 4 が形成されていない領域は高抵抗領域 1 0 6 となり

、第 1 電極 1 2 0 の残りの領域は低抵抗領域 1 0 8 となる。高抵抗領域 1 0

6 の単位長さあたりの抵抗値は、低抵抗領域 1 0 8 の単位長さ上がりの抵抗

値よりも大きい。好ましくは、高抵抗領域 1 0 6 の抵抗値は、低抵抗領域 1

0 8 の抵抗値よりも大きい。

[0039] なお、高抵抗領域 1 0 6 は、第 1発光側端子 1 5 0 と発光部 1 0 4 との間

に抵抗が生 じればよく、高い抵抗値を有 していても、小さい抵抗値を有 して

いても構わない。ただ し、第 1発光側端子 1 5 0 からの電圧、又は電流が供

給される際、発光部 1 0 4 に供給される電圧又は電流が一つの発光素子 1 0

2 に集中することを抑止する、いわゆる電流制限抵抗の領域となる点で、高

い抵抗値を有 していることが好ましい。

[0040] そ して図 6 に示すように、高抵抗領域 1 0 6 は、陽極端子である第 1発光

側端子 1 5 0 と発光素子 1 0 2 の間に位置する抵抗素子 （保護用の抵抗素子

) として機能する。この抵抗素子が設けられることにより、いずれかの発光

素子 1 0 2 において第 1 電極 1 2 0 と第 2 電極 1 4 0 が短絡 しても、この発

光素子 1 0 2 に電流が集中して発光装置 1 0 0 が劣化することを抑制できる

。また、高抵抗領域 1 0 6 を設けることにより、保護用の抵抗素子を設けて

第 1 電極 1 2 0 に接続する必要がない。従って、発光装置 1 0 0 の製造コス

卜を低 くすることができる。なお、高抵抗領域 1 0 6 の長さ、すなわち第 1

電極 1 2 0 のうち補助電極 1 2 4 を有 していない部分の長さは、発光素子 1

0 2 の長さ （図 2 における上下方向の長さ）の 1 %以上 5 0 %以下である。

発光素子 1 0 2 の長さは、発光部 1 0 4 の面積を大きくできる点で 3 %以上



3 0 % 以下であることが好ま しく、 さらに好ま しくは 5 %以下 1 0 % 以下で

ある。

[0041 ] また、高抵抗領域 1 0 6 の面積は低抵抗領域 1 0 8 の面積 よりも小さい。

このため、高抵抗領域 1 0 6 が発光素子 1 0 2 と重なることを抑制できる。

なお、高抵抗領域 1 0 6 が発光素子 1 0 2 と重なると、発光素子 1 0 2 の輝

度 に分布が生 じる可能性が出て くる。

[0042] 図 7 は、図 1 の A _ A 断面図である。上記 したように、第 1 発光側端子 1

5 0 は、第 1 電極 1 2 0 の端部 （第 1 層 1 5 2 ) の上に第 2 層 1 5 4 を積層

した構成 を有 している。 また、有機層 1 3 0 は封止部材 1 8 0 によって封止

されている。封止部材 1 8 0 の内側 には、乾燥剤が配置されていてもよい。

封止部材 1 8 0 の縁部 1 8 2 は、絶縁性の接着層 1 8 4 を介 して、基板 1 1

0 の上に形成 された層 （A —A 断面では第 2 層 1 5 4 ) に固定されている。

ただ し、第 2 層 1 5 4 の うち基板 1 1 0 の縁 に近い部分は、縁部 1 8 2 か ら

露出 している。そ して、第 2 層 1 5 4 の うち縁部 1 8 2 か ら露出 している部

分には、上記 した導電部材が接続される。

[0043] 図 8 は、図 1 の B — B 断面である。上記 したように、第 2 発光側端子 1 6

0 は、第 1 層 1 6 2 の上に第 2 層 1 6 4 (遮光層）を積層 した構成 を有 して

いる。封止部材 1 8 0 の縁部 1 8 2 は、絶縁性の接着層 1 8 4 を介 して、第

2 発光側端子 1 6 0 の一部 に固定されている。そ して、第 2 発光側端子 1 6

0 の うち縁部 1 8 2 か ら露出 している部分には、上記 した導電部材が接続さ

れる。

[0044] 図 9 は、発光装置 1 0 0 の変形例の第 1 例 を示す平面図であ り、図 1 に対

応 している。図 1 0 は、図 9 に示 した発光装置 1 0 0 の等価回路図であ り、

図 6 に対応 している。本図に示す例 において、開口 1 2 2 には、相対的に長

い開口 1 2 2 a と、開口 1 2 2 a に対 して短い開口 1 2 2 b がある。言い換

えると、開口 1 2 2 の少な くとも 2 つは、互いに長さが異なる。そ して、開

口 1 2 2 a の隣に位置する高抵抗領域 1 0 6 (図 5 参照）における第 1 電極

1 2 0 の面積は、開口 1 2 2 b の隣に位置する高抵抗領域 1 0 6 における第



1 電極 1 2 0 の面積よりも小さいため、抵抗値が高くなる。言い換えると、

複数の発光素子 1 0 2 のうち少なくとも一つの高抵抗領域 1 0 6 は、他の発

光素子 1 0 2 の高抵抗領域 1 0 6 に対 して異なる抵抗値を有 している。この

ため、開口 1 2 2 a を適切な位置に設けることにより、発光部 1 0 4 の輝度

に分布が生 じることを抑制できる。

[0045] 例えば本図に示す例では、基板 1 1 0 は矩形であり、第 1発光側端子 1 5

0 は基板 1 1 0 のうち互いに対向する2 辺に設けられており、第 2 発光側端

子 1 6 0 は残りの 2 辺に設けられている。このような場合、最も第 2 発光側

端子 1 6 0 の近 くに位置する発光素子 1 0 2 は、他の発光素子 1 0 2 と比べ

て輝度が高くなる。そこで、基板 1 1 0 の端部側に位置する開口 1 2 2 を開

口 1 2 2 a として、基板 1 1 0 の中央側に位置する開口 1 2 2 よりも短 くす

る。一例として、最も第 2 発光側端子 1 6 0 の近 くに位置する開口 1 2 2 を

開口 1 2 2 a にすると、発光部 1 0 4 の輝度に分布が生 じることを抑制でき

る。

[0046] 図 1 1 は、発光装置 1 0 0 の変形例の第 2 例を示す平面図であり、図 9 に

対応 している。本図に示す発光装置 1 0 0 は、開口 1 2 2 の長さが同じであ

る代わりに、少なくとも一つの補助電極 1 2 4 の長さが他の補助電極 1 2 4

の長さと異なっている点を除いて、図 9 に示 した発光装置 1 0 0 と同様の構

成である。具体的には、高抵抗領域 1 0 6 の抵抗を大きくしたい発光素子 1

0 2 において、補助電極 1 2 4 を他の補助電極 1 2 4 より短 くする。言い換

えると、少なくとも2 つの補助電極 1 2 4 の長さは互いに異なっている。こ

のようにしても、発光部 1 0 4 の輝度に分布が生 じることを抑制できる。例

えば図 1 1 に示す例では、基板 1 1 0 の端部側に位置する補助電極 1 2 4 a

は、基板 1 1 0 の中央側に位置する補助電極 1 2 4 b よりも長 くなつている

[0047] 図 1 2 は、発光装置 1 0 0 の変形例の第 3 例の要部を示す平面図である。

本図は、発光装置 1 0 0 のうち第 1発光側端子 1 5 0 の近 くを拡大 した図で

ある。本図において、有機層 1 3 0 、第 2 電極 1 4 0 、及び封止部材 1 8 0



は省略されている。

[0048] 図 1 2 の上か ら下に向かって、発光装置 1 0 0 は、第 1 発光側端子 1 5 0

、抵抗領域 1 0 5 、及び発光部 1 0 4 が示されている。 ここで抵抗領域 1 0

5 は、第 1 発光側端子 1 5 0 と発光部 1 0 4 との間に抵抗が生 じていればよ

く、高い抵抗値 を有 していても、小さい抵抗値 を有 していても構わない。た

だ し、抵抗領域 1 0 5 は、第 1 発光側端子 1 5 0 か らの電圧又は電流が発光

部 1 0 4 に供給される際、電圧又は電流が一つの発光素子 1 0 2 (例 えば有

機 E L 素子）に集中することを抑止する、いわゆる電流制限抵抗の領域 とな

る点で、一定値以上 （高い）抵抗値 を有 していることが好ま しい。

[0049] 第 1 発光側端子 1 5 0 は比較的広い領域 を有する。第 1 発光側端子 1 5 0

は、第 1 電極 1 2 0 を構成する第 1 導電膜の上に、第 1 導電膜 より抵抗値が

小さい金属で構成 される第 4 導電膜 1 5 6 が堆積 した積層構造 となっている

。 ここで、第 4 導電膜 1 5 6 は、 A I 等の金属材料で構成 された膜、又は酸

ィ匕しに くいM o 等で前述 した金属材料 を挟んだ積層膜で構成 してもよい。

[0050] 抵抗領域 1 0 5 は、第 1 導電膜 （例えば第 1 電極 1 2 0 と同一の材料）で

形成 される。 この第 1 導電膜は複数の開口 1 2 2 を有する。 また、抵抗領域

0 5 の抵抗値 を調整するため、少な くとも一部 に上記 した第 4 導電膜 1 5

6 が積層されていても構わない。図示の例では、第 1 発光側端子 1 5 0 にあ

る第 4 導電膜 1 5 6 が抵抗領域側 に突出することにより突出部 1 5 8 が形成

されている。そ して、突出部 1 5 8 は、発光部 1 0 4 (各発光素子 1 0 2 )

に向かって延びている。突出部 1 5 8 の長さは、抵抗領域 1 0 5 の長さと略

同 じ又は小さ くても構わな く、抵抗領域 1 0 5 の長さに対 して 0 % 〜 1 0 0

% の間で適宜設定することができる。図示の場合 には、突出部 1 5 8 の長さ

は抵抗領域 1 0 5 の長さの 3 0 〜 5 0 %程度である。

[0051 ] 発光部 1 0 4 の発光素子 1 0 2 のそれぞれにおいて、その外周部 （端部）

には第 5 導電膜 1 9 0 が第 1 発光側端子 1 5 0 又は基板 1 1 0 の 1 辺に沿 つ

て形成 された後、屈曲 して第 1 導電膜の開口 1 2 2 に沿 って向かって延びて

いる。 この開口 1 2 2 に沿 っている部分は、補助電極 1 2 4 になっている。



第 5 導電膜 1 9 0 は、開口 1 2 2 の上には形成されていない。すなわち第 5

導電膜 1 9 0 は、発光素子 1 0 2 のそれぞれに対 して設けられている。この

第 1発光側端子 1 5 0 又は基板 1 1 0 の 1辺に沿って形成された第 5 導電膜

9 0 を絶縁層 1 7 0 が覆っており、絶縁層 1 7 0 も発光部 1 0 4 の周囲を

囲むように環状に形成されている。また、第 1導電膜 （第 1 電極 1 2 0 ) の

開口 1 2 2 に沿つて延びている第 5 導電膜 1 9 0 (例えば補助電極 1 2 4 )

及び第 1導電膜の開口 1 2 2 を絶縁層 1 7 0 が覆っている。言い換えると、

絶縁層 1 7 0 は環状の部分と、その環状の部分の内側に位置 していて開口 1

2 2 に沿う部分 （直線状の部分）を備えている。

[0052] なお、第 1導電膜 （第 1 電極 1 2 0 ) のうち絶縁層 1 7 0 の環状の部分で

覆われる領域 （第 5 導電膜 1 9 0 が形成されている領域を含む）も抵抗を有

しているため、抵抗領域 1 0 5 として用いても構わない。これにより、抵抗

領域の抵抗値の調整幅を拡大でき、また抵抗領域 1 0 5 の一部を発光部 1 0

4 の一部と重複させることで、非発光部の面積を小さくすることができる。

[0053] 以上、図面を参照 して実施形態及び実施例について述べたが、これらは本

発明の例示であり、上記以外の様々な構成を採用することもできる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 基板 と、

前記基板 に形成 され、隣 り合 つてお り、第 1 導 電膜、有機層、及び

第 2 導 電膜 を有する複数の有機 E L 素子を備 え、

前記複数の有機 E L 素子の前記第 2 導 電膜 は繋が つてお り、

前記複数の有機 E L 素子の前記第 1 導 電膜 は繋が つてお り、

前記第 1 導 電膜 は、前記複数の有機 E L 素子の間に位置する開口を

有 している発光装置。

[ 請求項2] 請求項 1 に記載の発光装置 において、

前記第 1 導 電膜 は、前記有機層が成膜 されている成膜部分 と、前記

有機層が成膜 されていない未成膜部分 を備 える発光装置。

[ 請求項3] 請求項 2 に記載の発光装置 において、

前記開口は、前記有機層の成膜部分及び前記有機層の未成膜部分の

うち、一方又は双方 に形成 されている発光装置。

[ 請求項4] 請求項 3 に記載の発光装置 において、

前記第 1 導 電膜 よ り抵抗値が低 い材料で形成 される第 3 導 電膜が当

該第 1 導 電膜 に接 してお り、

前記第 3 導 電膜 は、前記複数の有機 E L 素子の間に位置する発光装

[ 請求項 5 ] 請求項 4 に記載の発光装置 において、

前記第 3 導 電膜 は、前記有機層の成膜部分 に形成 されている発光装

[ 請求項6] 請求項 5 に記載の発光装置 において、

前記複数の有機 E L 素子の前記第 1 導 電膜 に接続 している第 1 端子

と、

前記複数の有機 E L 素子の前記第 2 導 電膜 に接続 している第 2 端子

と、

を備 え、



前記有機層の未成膜部分 に、前記第 1 端子が設 け られている発光装

。
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